The Fundamental Inquiry into Non-Coercive Measures on Hate Speech : Drawing on Corey Brettschneider’s Value Democracy and Democratic Persuasion by Yamamura, Toshihide







































（１） 　『平成 27 年度　法務省委託調査研究事業　ヘイトスピーチに関する実態調査報告書
（以下、「実態調査報告書」とする）』（公益財団法人　人権教育啓発推進センター、
2016 年）61 － 125 頁は、ヘイト・スピーチに関する新聞記事等の掲載回数と記事内容
について不十分ながら調査を加えている。そして、実態調査報告書 124 頁によれば、「ヘ
イトスピーチ関連報道は、平成 25（2013）年春頃から始まり、当該年が 235 件、同 26




（２） 　京都地判平成 25 年 10 月７日判時 2208 号 74 頁、大阪高判平成 26 年７月８日判時





別に立ち向かう姿勢を明示した大阪市のヘイトスピーチ対処条例」世界 879 号（2016 年）
33 － 34 頁は、橋本徹前大阪市長の発言等を挙げている。また、ヘイト・スピーチ法の
野党案であった「人種差別撤廃施策推進法案」の提出の背景についてであるが、師岡
康子「審議入りした『人種差別撤廃施策推進法案』の意義」世界 874 号（2015 年）21























（５） 　同上 59 頁。
（６） 　同上 59 － 60 頁。ただし、後に触れるように、デモ等の発生件数についても発言内
容についても沈静化したとは言えない、といった趣旨の指摘がなされている点に注意
が必要である。
（７） 　奈須祐治「判批」新・判例解説Watch14 号（2014 年）18 頁。
（８） 　小谷順子「日本国内における憎悪表現（ヘイトスピーチ）の規制についての一考察」




（９） 　梶原健佑「名誉毀損不法行為責任と人種差別的発言――京都地判平成 25 年 10 月７日












年）152 頁以下、市川正人「表現の自由とヘイトスピーチ」立命館法学 2015 年 2 号（2015
年）122 頁以下、齋藤愛『異質性社会における「個人の尊重」――デュルケーム社会学
を手がかりに』（弘文堂、2015 年）181 頁以下、毛利透「ヘイト・スピーチの法的規制
について――アメリカ・ドイツの比較法的考察――」法学論叢 176 巻２・３号（2014 年）
210 頁以下、渡辺康行「『たたかう民主制』論の現在――その思想と制度――」石川健治
編『学問／政治／憲法　連環と緊張』（岩波書店、2014 年）159 頁以下、成嶋隆「ヘイト・
スピーチ再訪（1）・（2）」獨協法学 92 号（2013 年）29 頁以下・93 号（2014 年）１頁
以下、小谷順子「アメリカにおけるヘイト・スピーチ規制」駒村圭吾・鈴木秀美編『表
現の自由Ⅰ　状況へ』（尚学社、2011 年）454 頁以下、桧垣伸次「ヘイト・スピーチ規
制論と表現の自由の原理論」同志社法学 64 巻７号（2013 年）997 頁以下、桧垣伸次「ヘ
イト・スピーチ規制と批判的人種理論」同志社法学 61 巻７号（2010 年）231 頁以下、
梶原健佑「ヘイト・スピーチと『表現』の境界」九大法学 94 号（2007 年）49 頁以下、




年）53 頁以下・54 巻２号（2004 年）161 頁以下等がある。
（11） 　本件に関する刑事上の判断について、京都地判平成 23 年４月 21 日判例集未登載、
大阪高判平成 23 年 10 月 28 日判例集未登載、最決平成 24 年２月 23 日判例集未登載。
ここでは侮辱罪（刑法 231 条）や威力業務妨害罪（刑法 233、234 条）等の適用が争われ、
全員に執行猶予付きの有罪判決が言い渡された。これらの判決の詳細については、前
田朗『ヘイト・スピーチ法研究序説――差別煽動犯罪の刑法学――』（三一書房、2015 年）
35 － 38、41 － 48 頁、小谷・前掲注（8）396 － 400 頁参照。












（13） 　この問題につき、志田陽子「シンボルをめぐる政治と憲法」法学セミナー 738 号（2016









ミナー 736 号（2016 年）18 頁以下、塚田哲之「表現の自由とヘイト・スピーチ」人権
と部落問題 867 号（2015 年）15 頁以下、榎透「『ヘイト・スピーチ』と表現の自由の
相克」法と民主主義 486 号（2014 年）55 － 56 頁、小谷順子「言論規制消極論の意義
と課題」金尚均編『ヘイト・スピーチの法的研究』（法律文化社、2014 年）90 頁以下、






























































































と指摘している。さらに、曽我部・前掲注（10）157 － 158 頁や梶原他・前掲注（14）
55 － 56 頁では、より具体的にヘイト・スピーチに対する刑事規制以外の手段について
言及されている。
（23） 　桧垣伸次「ヘイトクライム規制の憲法上の争点」法学セミナー 736 号（2016 年）36
頁以下、同「ヘイト・クライム規制と思想の自由」福岡大学法学論叢 59 巻２号（2014 年）
297 頁以下参照。なお、ヘイト・クライム法については蟻川恒正「思想犯罪の法構造（1）」
法学 67 巻５号（2004 年）1頁以下が既に主題として取り上げていたが、この論文は未
完である。その他、ヘイト・クライムに関する議論を取り扱う節が設けられている文
献として奈須・前掲注（10）54 巻２号 171 － 172、180 － 181 頁と安西文雄「ヘイト・
スピーチ規制と表現の自由」立教法学 59号（2001 年）39 － 43 頁が存在するが、そこ
での検討はそれほど詳細なものではなかった。









（24） 　梶原健佑「ヘイトスピーチに対する民事救済と憲法」法学セミナー 736 号（2016 年）
30 頁以下参照。なお、民事救済については、内野正幸『表現・教育・宗教と人権』（弘
文堂、2010 年）45 頁以下や民法学者である山本敬三「差別表現・憎悪表現の禁止と民












































摘するものとして、桧垣・前掲注（23）法学セミナー 736 号 38 頁、福岡大学法学論叢
59 巻２号 311 － 315 頁参照。
（27） 　志田陽子「表現の自由とマルチカルチュラリズム」駒村圭吾・鈴木秀美編『表現の
自由Ⅰ　状況へ』（尚学社、2011 年）519 － 520 頁〔本文中の注釈は省略〕。また、こ
の点に関するより詳細な分析として、志田陽子『文化戦争と憲法理論――アイデンティ
ティの相剋と模索――』（法律文化社、2006 年）232 － 242、285 頁参照。なお、この議
論では、上述した「法の象徴的効果」あるいは「法の表現的機能」の問題が重要な地
位を占めている。




























































































（33） 　COREY BRETTSCHNEIDER, WHEN THE STATE SPEAKS, WHAT SHOULD IT SAY? : HOW 




















（34） 　通例、「政府言論」とは government speechの訳語であるが、Brettschneiderは一貫し
て state speechという用語を用いている。しかし、彼の著作ではその意味内容は異なら
ないと思われるので、本稿では state speechという用語も「政府言論」と訳する。
（35） 　See BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 4.
（36） 　管見のかぎりでは、アメリカでもこの問題を主題として取り扱っているのは、
Charlotte H. Taylor, Hate Speech and Government Speech, 12 U. PA. J. CONST. L. 1115 (2010) 
のみだと思われる。ただし、この論文は、政策的適否の問題により重点が置かれている。
また、僅かながらヘイト・スピーチ規制の代替手段としての政府言論に言及するもの
として、see JAMES WEINSTEIN, HATE SPEECH, PORNOGRAPHY, AND THE RADICAL ATTACK ON 
FREE SPEECH DOCTRINE 185-186 (Westview Press, 1999).なお、奈須・前掲注（10）54 巻 2
号 177 － 178 頁は、このWeinsteinの議論を援用して、僅かながらヘイト・スピーチ規
制の代替手段としての政府言論に言及していた。























（37） 　梶原健佑「ヘイトスピーチ概念の外延と内包に関する一考察」比較憲法学研究 27 号
（2015 年）130 頁〔本文中の注釈は省略〕。また、梶原とは異なる視点からヘイト・スピー
チの定義について検討するものとして、金尚均「ヘイト・スピーチの定義」龍谷法学
48 巻１号（2015 年）19 頁以下、成嶋・前掲注（10）93 号 12 － 18 頁参照。
（38） 　規制対象の限定の問題について、さしあたり奈須・前掲注（14）20 － 21 頁、曽我部・
前掲注（10）154 － 157 頁、小谷・前掲注（14）90 － 92、96 － 97 頁参照。
























（40） 　この要約は奈須・前掲注（10）54 巻 2 号 178 頁によるものである。
（41） 　See Taylor, supra note 36, at 1141-1142. また、Taylorは、このような定義の問題の存在
が非規制的アプローチ（すなわち、政府言論）について検討する理由の一つであると
述べている。
（42） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 4.
（43） 　Id at 1.
（44） 　Id．
























ている。Id. at 35-36（訳著 43 頁）， see Robert Post, Hate Speech in EXTREME SPEECH AND 
DEMOCRACY, (ed. IVAN HARE & JAMES WEINSTEIN) 123 (Oxford University Press, 2009).
（46） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 4.
（47） 　なお、日本におけるヘイト・スピーチと差別的表現との異同についてはあまり判然
としない。この点について、梶原・前掲注（37）130 － 131 頁、成嶋・前掲注（10）93
号 12 － 15 頁参照。



























（49） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 9-10.

























































（55） 　Id. at 10-11.

























（56） 　Id. at 11.





















（58） 　Id. at 1.
（59） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 1. このような立場の代表として彼は、BRUCE A. 
ACKERMAN, SOCIAL JUSTICE IN THE LIBERAL STATE (Yale University Press, 1980)と Ronald 
Dworkin, A New Map of Censorship, 35 INDEX ON CENSORSHIP 130-133 (2006) を挙げてい
る。
（60） 　Id. このような立場の代表として彼は、ALEXANDER MEIKLEJOHN, FREE SPEECH AND ITS 
RELATION TO SELF-GOVERNMENT (Lawbook Exchange, 2004) を挙げている。ただし、後述
するように、BrettschneiderはMeiklejohnの議論を単純な中立主義の立場だとは理解し
ていない。
（61） 　Id. at 3.



















（63） 　Id. at 5.
（64） 　See WENDY BROWN, STATES OF INJURY: POWER AND FREEDOM IN LATE MODERNITY 
(Princeton University Press, 1995).
（65） 　See LARRY ALEXANDER, IS THERE A RIGHT OF FREEDOM OF EXPRESSION? ch.8 (Cambridge 
University Press, 2005).　また、「リベラリズムのパラドクス」の観点から Brettschneider
の議論を批判的に検討するものとして、see Larry Alexander, Free Speech and “Democratic 
Persuasion" : A Response to Brettschneider in PHILOSOPHICAL FOUNDATIONS OF HUMAN 


















（68） 　Id. at 1-2.
（69） 　Id. at 2. この点、ヘイト・スピーチに対する諸外国の取り組みについて代表的な邦語
文献を憲法学の分野を中心に取りあげると、カナダの取り組みについては前掲注（25）
の諸論考、オーストラリアの取り組みについては佐藤潤一「オーストラリアにおける
差別表現規制――差別禁止法と国内人権機関の役割――」国際人権 24 号（2013 年）53
頁以下、フランスの取り組みについては成嶋・前掲注（10）92 号 34 － 40 頁、光信一
宏「フランスにおける人種差別的表現の法規制（1）・（2）・（3）」愛媛法学会雑誌 40 巻１・
２号（2014 年）39 頁以下・40 巻３・４号（2014 年）53 頁以下・42 巻１号（2015 年）
51 頁以下、イギリスの取り組みについては奈須祐治「［研究ノート］イギリスにおける
ヘイト・スピーチ規制法の歴史と現状」西南学院大学法学論集 48 巻１号（2015 年）73
頁以下、奈須祐治「［資料］イギリスのヘイト・スピーチ関連法令」西南学院大学法学
論集 48 巻１号（2015 年）173 頁以下、師岡康子「イギリスの人種主義的ヘイト・スピー
チ法規制の展開」国際人権 24 号（2013 年）36 頁以下、師岡康子「イギリスにおける
人種主義的ヘイト・スピーチ規制法」神奈川大学法学研究年報 30 号（2012 年）19 頁
以下、村上玲「宗教批判の自由と差別の禁止（一）・（二・完）――イギリスにおける神
冒瀆罪から宗教的憎悪扇動罪への転換に関する考察――」阪大法学 62 巻５号（2013 年）
233 頁以下・62 巻６号（2013 年）135 頁以下、村上玲「イギリスにおける人種的憎悪
扇動規制の展開」阪大法学 64 巻５号（2015 年）207 頁以下、ドイツの取り組みについ
ては上村都「ドイツにおけるヘイト・スピーチ規制」駒村圭吾・鈴木秀美編『表現の
自由Ⅰ　状況へ』（尚学社、2011 年）476 頁以下参照。


























（70） 　Id. at 3.











（72） 　Simone Chambers, Brettschneider Reading Group: Chapter Three, Democratic Persuasion 





4 4 4 4 4 4 4 4 4
であると特徴づけるほう
がより正確である」〔傍点は原著者による〕と指摘している。See ERIK BLEICH, THE 
FREEDOM TO BE RACIST? : HOW THE UNITED STATES AND EUROPE STRUGGLE TO PRESERVE 
FREEDOM AND COMBAT RACISM 134-139 （Oxford University Press, 2011）、邦訳としてエリッ
ク・ブライシュ著（明戸隆浩他訳）『ヘイトスピーチ　表現の自由はどこまで認められ




ル期のドイツを挙げている。See Steven G. Calabresi, Freedom of Expression and the Golden 
Mean, 79 BROOK. L. REV. 1005-1008 (2014).
（73） 　See Corey Brettschneider, Torts, Bans, and Democratic Persuasion: A Reply to West, 







地平』（岩波書店、2007 年）139 － 141 頁参照。



















（76） 　See Corey Brettschneider, State Speaks Symposium: Response to Chambers (Chapter3), 
Rubinstein (Chapter4), Vallier (Chapter5) and Stilz (Chapter5),
http://publicreason.net/2013/04/08/state-speaks-symposium-responses-to-chambers-chapter-3-
rubinstein-chapter-4-vallier-chapter-5-and-stiltz-chapter-5/ (2013). 
（77） 　James Fleming & Linda McClain, Public Values, Civic Virtues, and the Thinness of 
Democratic Persuasion: A Comment on Corey Brettschneider's When the State Speaks, What 





























（79） 　BRETTSCHNEIDER, supra note 33, at 3.
（80） 　Id. at 3-4.
（81） 　Id. at 4.
（82） 　Id．























































（92） 　同上 236 頁。
（93） 　同上 237 頁注 73。ただし、横大道は、同じ箇所で「筆者が述べようとしたのは、『広
義の政府言論』理解が誤っているということではない」とも述べている。
（94） 　同上 230 頁〔本文中の注釈は省略〕。















































（99） 　Id. at 4-5.
（100） 　Id. at 5.
（101） 　この点、Helen Nortonは、Brettschneiderの政府言論の議論に理解を示しつつも、政
府言論該当性の問題の重要性を指摘している。See Helen Norton, Value Democracy and 
Government Speech, 
http://concurringopinions.com/archives/2013/04/value-democracy-and-government-speech.html 
(2013).
